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鳥取県福祉のまちづくり条例(平成２０年鳥取県条例第２号)新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

(建築の規模の引下げ) (建築の規模の引下げ) 

第１４条 法第１４条第３項の条例で定める建築

(用途の変更をして特別特定建築物にすること

を含む。以下同じ。)の規模は、別表第１の左欄

に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定

める規模(当該規模に満たない特別特定建築物

の建築(以下この条において「小規模建築」とい

う。)をする場合において、当該特別特定建築物

の床面積(増築若しくは改築又は用途の変更(以

下「増築等」という。)の場合にあっては、当該

増築等に係る部分(耐震改修により増加する部

分を除く。)の床面積。以下同じ。)の合計に当

該特別特定建築物と同一の敷地内に建築する他

の特別特定建築物(公衆便所を除く。)の床面積

の合計を加えた面積が１，０００平方メートル

以上となるときは、当該小規模建築の規模)とす

る。ただし、次の各号に掲げる建築物について

用途の変更をして特別特定建築物にする場合

は、当該各号に掲げる建築物移動等円滑化基準

は、適用しない。 

第１４条 法第１４条第３項の条例で定める建築

(用途の変更をして特別特定建築物にすること

を含む。以下同じ。)の規模は、別表第１の左欄

に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定

める規模(当該規模に満たない特別特定建築物

の建築(以下この条において「小規模建築」とい

う。)をする場合において、当該特別特定建築物

の床面積(増築若しくは改築又は用途の変更(以

下「増築等」という。)の場合にあっては、当該

増築等に係る部分(耐震改修により増加する部

分を除く。)の床面積。以下同じ。)の合計に当

該特別特定建築物と同一の敷地内に建築する他

の特別特定建築物(公衆便所を除く。)の床面積

の合計を加えた面積が１，０００平方メートル

以上となるときは、当該小規模建築の規模)とす

る。ただし、次の各号に掲げる建築物について

用途の変更をして特別特定建築物にする場合

は、当該各号に掲げる建築物移動等円滑化基準

は、適用しない。 

（１） 床面積の合計が２００平方メートル以

上５００平方メートル未満の建築物 令第１

９条第２項第１号に定める基準(他の階への

移動を行うための通路に係る部分に限る。) 

（１） 床面積の合計が２００平方メートル以

上５００平方メートル未満の建築物 令第１

８条第２項第１号に定める基準(他の階への

移動を行うための通路に係る部分に限る。) 

（２） 床面積の合計が２００平方メートル未

満の建築物 次に掲げる基準 

（２） 床面積の合計が２００平方メートル未

満の建築物 次に掲げる基準 

ア 令第１９条第２項第１号、第３号、第４

号及び第７号(これらの規定を令第２６条

第１項(同条第３項において読み替えて適

用する場合を含む。)において読み替えて準

用する場合を含む。)に定める基準 

ア 令第１８条第２項第１号、第３号、第４

号及び第７号(これらの規定を令第２５条

第１項(同条第３項において読み替えて適

用する場合を含む。)において読み替えて準

用する場合を含む。)に定める基準 

イ 主たる出入口に係る令第１９条第２項第

２号イ(令第２６条第１項(同条第３項にお

いて読み替えて適用する場合を含む。)にお

いて読み替えて準用する場合を含む。)に定

める基準(幅７０センチメートルを超える

イ 主たる出入口に係る令第１８条第２項第

２号イ(令第２５条第１項(同条第３項にお

いて読み替えて適用する場合を含む。)にお

いて読み替えて準用する場合を含む。)に定

める基準(幅７０センチメートルを超える
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部分に限る。) 部分に限る。) 

ウ 便所の出入口に係る令第１９条第２項第

２号(令第２６条第１項(同条第３項におい

て読み替えて適用する場合を含む。)におい

て読み替えて準用する場合を含む。)に定め

る基準 

ウ 便所の出入口に係る令第１８条第２項第

２号(令第２５条第１項(同条第３項におい

て読み替えて適用する場合を含む。)におい

て読み替えて準用する場合を含む。)に定め

る基準 

(建築物移動等円滑化基準の付加等) (建築物移動等円滑化基準の付加等) 

第１５条 略 第１５条 略 

２ 条例対象小規模特別特定建築物については、

前項の規定にかかわらず、法第１４条第３項の

条例で建築物移動等円滑化基準に付加する事項

は、令第１１条から第１８条まで及び第２１条

から第２５条までに定める事項の例によるも

の、次条から第２３条までに定める事項並びに

別表第２に定める事項とする。 

２ 条例対象小規模特別特定建築物については、

前項の規定にかかわらず、法第１４条第３項の

条例で建築物移動等円滑化基準に付加する事項

は、令第１１条から第１７条まで及び第２０条

から第２４条までに定める事項の例によるも

の、次条から第２３条までに定める事項並びに

別表第２に定める事項とする。 

３ 略 ３ 略 

(便所) (便所) 

第１７条 略 第１７条 略 

２ 前項の便所のうち１以上(男子用及び女子用

の区別があるときは、それぞれ１以上)は、次に

掲げるものでなければならない。 

２ 前項の便所のうち１以上(男子用及び女子用

の区別があるときは、それぞれ１以上)は、次に

掲げるものでなければならない。 

（１） 車椅子使用者用便房を１以上設けるこ

と。 

 

（２） 略 （１） 略 

（３） 略 （２） 略 

（４） 略 （３） 略 

（５） 略 （４） 略 

３ 略 ３ 略 

４ 次に掲げる特別特定建築物の建築をする場合

において、令第１４条第３項の規定により水洗

器具(第２項第４号イの規定により設ける水洗

器具を除く。)を設けるときは、当該水洗器具と

便器は別のものとしなければならない。 

４ 次に掲げる特別特定建築物の建築をする場合

において、令第１４条第１項第２号の規定によ

り水洗器具(第２項第３号イの規定により設け

る水洗器具を除く。)を設けるときは、当該水洗

器具と便器は別のものとしなければならない。 

（１）～（３） 略 （１）～（３） 略 

５ 便所内に令第１４条第２項又は第３項の規定

による便房を設けるときは、建築物の主たる出

入口の付近に、当該便房を設けていることを表

５ 便所内に令第１４条第１項第１号又は第２号

の規定による便房を設けるときは、建築物の主

たる出入口の付近に、当該便房を設けているこ
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示する標識を設けなければならない。ただし、

当該出入口の付近に令第２１条第１項の規定に

よる案内板その他の設備を設ける場合は、この

限りでない。 

とを表示する標識を設けなければならない。た

だし、当該出入口の付近に令第２０条第１項の

規定による案内板その他の設備を設ける場合

は、この限りでない。 

６ 前項の標識は、令第２０条に規定する標識に

準じたものでなければならない。 

６ 前項の標識は、令第１９条に規定する標識に

準じたものでなければならない。 

(移動等円滑化経路) (移動等円滑化経路) 

第１９条 地上階又はその直上階若しくは直下階

のみに利用居室を設ける場合には、道等(令第１

９条第３項に規定する場合にあっては、建築物

の車寄せ。以下同じ。)から当該利用居室までの

経路のうち１以上を、移動等円滑化経路にしな

ければならない。ただし、床面積の合計が５０

０平方メートルに満たない特別特定建築物につ

いては、次の各号のいずれにも該当するときは、

令第１９条第２項第１号に定める基準(他の階

への移動を行うための通路に係る部分に限る。)

は適用しない。 

第１９条 地上階又はその直上階若しくは直下階

のみに利用居室を設ける場合には、道等(令第１

８条第３項に規定する場合にあっては、建築物

の車寄せ。以下同じ。)から当該利用居室までの

経路のうち１以上を、移動等円滑化経路にしな

ければならない。ただし、床面積の合計が５０

０平方メートルに満たない特別特定建築物につ

いては、次の各号のいずれにも該当するときは、

令第１８条第２項第１号に定める基準(他の階

への移動を行うための通路に係る部分に限る。)

は適用しない。 

（１）～（３） 略 （１）～（３） 略 

２ 略 ２ 略 

(共同住宅の特例) (共同住宅の特例) 

第２０条 共同住宅においては、道等から各住戸

までの経路(地上階又はその直上階若しくは直

下階のみに住戸がある共同住宅にあっては、当

該地上階とその直上階又は直下階との間の上下

の移動に係る部分を除く。以下同じ。)のうち１

以上を、移動等円滑化経路に準じて高齢者、障

害者等が円滑に利用できる経路(以下「準移動等

円滑化経路」という。)にしなければならない。

この場合において、共同住宅が次の各号のいず

れにも該当するときは、令第１９条第２項第１

号に定める基準(他の階への移動を行うための

通路に係る部分に限る。)に適合することを要し

ない。 

第２０条 共同住宅においては、道等から各住戸

までの経路(地上階又はその直上階若しくは直

下階のみに住戸がある共同住宅にあっては、当

該地上階とその直上階又は直下階との間の上下

の移動に係る部分を除く。以下同じ。)のうち１

以上を、移動等円滑化経路に準じて高齢者、障

害者等が円滑に利用できる経路(以下「準移動等

円滑化経路」という。)にしなければならない。

この場合において、共同住宅が次の各号のいず

れにも該当するときは、令第１８条第２項第１

号に定める基準(他の階への移動を行うための

通路に係る部分に限る。)に適合することを要し

ない。 

（１）・（２） 略 （１）・（２） 略 

２ 略 ２ 略 

(案内設備) (案内設備) 

第２１条の２ 次に掲げる場合は、令第２１条第 第２１条の２ 次に掲げる場合は、令第２０条第
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１項の規定により設ける設備の付近に、回転灯

その他聴覚障害者に緊急情報の内容を伝達する

ことができる設備を設けなければならない。た

だし、聴覚障害者の利用上支障がないものとし

て知事が定める場合は、この限りでない。 

１項の規定により設ける設備の付近に、回転灯

その他聴覚障害者に緊急情報の内容を伝達する

ことができる設備を設けなければならない。た

だし、聴覚障害者の利用上支障がないものとし

て知事が定める場合は、この限りでない。 

（１）・（２） 略 （１）・（２） 略 

(案内設備までの経路) (案内設備までの経路) 

第２１条の３ 不特定かつ多数の者が利用し、又

は主として視覚障害者が利用する建築物(令第

２１条第２項の規定による設備又は同条第３項

の規定による案内所が設けられたものを除く。)

には、道等から主たる出入口までの経路のうち

１以上を視覚障害者移動等円滑化経路(公益事

業の事務所にあっては、準視覚障害者移動等円

滑化経路)にしなければならない。ただし、次の

各号のいずれかに該当するときは、この限りで

ない。 

第２１条の３ 不特定かつ多数の者が利用し、又

は主として視覚障害者が利用する建築物(令第

２０条第２項の規定による設備又は同条第３項

の規定による案内所が設けられたものを除く。)

には、道等から主たる出入口までの経路のうち

１以上を視覚障害者移動等円滑化経路(公益事

業の事務所にあっては、準視覚障害者移動等円

滑化経路)にしなければならない。ただし、次の

各号のいずれかに該当するときは、この限りで

ない。 

（１） 略 （１） 略 

（２） 令第２１条第３項の規定の例による案

内所を設け、道等から当該案内所までの経路

を視覚障害者移動等円滑化経路とするとき。 

（２） 令第２０条第３項の規定の例による案

内所を設け、道等から当該案内所までの経路

を視覚障害者移動等円滑化経路とするとき。 

２ 道等に線状ブロック等が敷設されているとき

は、当該敷設された場所から令第２２条第１項

の規定による視覚障害者移動等円滑化経路又は

前項の規定による視覚障害者移動等円滑化経路

までの経路のうち１以上を視覚障害者移動等円

滑化経路(公益事業の事務所にあっては、準視覚

障害者移動等円滑化経路)にしなければならな

い。 

２ 道等に線状ブロック等が敷設されているとき

は、当該敷設された場所から令第２１条第１項

の規定による視覚障害者移動等円滑化経路又は

前項の規定による視覚障害者移動等円滑化経路

までの経路のうち１以上を視覚障害者移動等円

滑化経路(公益事業の事務所にあっては、準視覚

障害者移動等円滑化経路)にしなければならな

い。 

(劇場等の客席の構造) (観客席の構造) 

第２５条 第２５条 劇場、観覧場、映画館、演芸場、集会

場、公会堂、競技場その他多数の者が利用する

施設(以下「劇場等」という。)の観客席には、

知事が別に定めるところにより、車いす使用者

が円滑に利用できる部分(以下「車いす使用者用

客席」という。)を設けるよう努めなければなら

ない。 

車椅子使用者用部分は、次に掲げるものとする ２ 車いす使用者用客席は、次に掲げるものでな
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よう努めなければならない。 ければならない。 

 （１） 床は平坦であること。 

 （２） 車いす使用者１人につき、幅９０セン

チメートル以上、奥行き１２０センチメート

ル以上とすること。 

（１） 略 （３） 略 

（２） 略 （４） 略 

（３） その他知事が別に定める基準に適合す

ること。 

 

別表第１(第１４条関係、第１９条関係) 別表第１(第１４条関係、第１９条関係) 

区分 規模 

公立小学

校等 

令第１９条第２項第

５号に定める基準を

適用する場合(以下

「エレベーターの場

合」という。) 

床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

特別支援

学校 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

各種学校

又は専修

学校 

令第１９条第２項第

２号(主たる出入口に

適用する場合に限

る。)及び第７号に定

める基準を適用する

場合(以下「玄関及び

敷地内通路の場合」と

いう。) 

全て 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

床面積の合計５

００平方メート

区分 規模 

公立小学

校等 

令第１８条第２項第

５号に定める基準を

適用する場合(以下

「エレベーターの場

合」という。) 

床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

特別支援

学校 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

各種学校

又は専修

学校 

令第１８条第２項第

２号(主たる出入口に

適用する場合に限

る。)及び第７号に定

める基準を適用する

場合(以下「玄関及び

敷地内通路の場合」と

いう。) 

全て 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

床面積の合計５

００平方メート
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する場合 ル以上 

公立小学

校等、特別

支援学校、

各種学校

又は専修

学校以外

の学校 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

病院 エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

診療所 玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

床面積の合計１

００平方メート

ル以上 

劇場、観覧

場、映画館

又は演芸

場 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

集会所又

は公会堂 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

展示場 玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

する場合 ル以上 

公立小学

校等、特別

支援学校、

各種学校

又は専修

学校以外

の学校 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

病院 エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

診療所 玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

床面積の合計１

００平方メート

ル以上 

劇場、観覧

場、映画館

又は演芸

場 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

集会所又

は公会堂 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

展示場 玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 
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その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

床面積の合計５

００平方メート

ル以上 

百貨店、マ

ーケット

その他の

物品販売

業を営む

店舗 

玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

床面積の合計１

００平方メート

ル以上 

ホテル又

は旅館 

玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

客室の総数が１

０以上、かつ、床

面積の合計２０

０平方メートル

以上 

公益事業

の事務所 

玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

保健所、税

務署その

他の不特

定かつ多

数の者が

利用する

官公署 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

共同住宅、

寄宿舎又

は下宿 

玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

階数が３以上、か

つ、床面積の合計

５００平方メー

トル以上１，００

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

床面積の合計５

００平方メート

ル以上 

百貨店、マ

ーケット

その他の

物品販売

業を営む

店舗 

玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

床面積の合計１

００平方メート

ル以上 

ホテル又

は旅館 

玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

客室の総数が１

０以上、かつ、床

面積の合計２０

０平方メートル

以上 

公益事業

の事務所 

玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

保健所、税

務署その

他の不特

定かつ多

数の者が

利用する

官公署 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

共同住宅、

寄宿舎又

は下宿 

玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

階数が３以上、か

つ、床面積の合計

５００平方メー

トル以上１，００
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０平方メートル

未満又は床面積

の合計１，０００

平方メートル以

上 

老人ホー

ム、保育

所、福祉ホ

ームその

他これら

に類する

もの 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

老人福祉

センター、

児童厚生

施設、身体

障害者福

祉センタ

ーその他

これらに

類するも

の 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

公共体育

館等又は

ボーリン

グ場 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

遊技場 玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

特定運動

施設 

玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動 床面積の合計５

０平方メートル

未満又は床面積

の合計１，０００

平方メートル以

上 

老人ホー

ム、保育

所、福祉ホ

ームその

他これら

に類する

もの 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

老人福祉

センター、

児童厚生

施設、身体

障害者福

祉センタ

ーその他

これらに

類するも

の 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

公共体育

館等又は

ボーリン

グ場 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

遊技場 玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

特定運動

施設 

玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動 床面積の合計５
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等円滑化基準を適用

する場合 

００平方メート

ル以上 

博物館、美

術館又は

図書館 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

公衆浴場 玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

床面積の合計５

００平方メート

ル以上 

飲食店又

は銀行そ

の他これ

らに類す

るサービ

ス業を営

む店舗 

玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

床面積の合計１

００平方メート

ル以上 

クリーニ

ング取次

店、質屋、

貸衣装屋

その他こ

れらに類

するサー

ビス業を

営む店舗 

玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

床面積の合計５

０平方メートル

以上 

理髪店、美

容院その

他これら

に類する

サービス

業を営む

玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動 床面積の合計１

等円滑化基準を適用

する場合 

００平方メート

ル以上 

博物館、美

術館又は

図書館 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

公衆浴場 玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

床面積の合計５

００平方メート

ル以上 

飲食店又

は銀行そ

の他これ

らに類す

るサービ

ス業を営

む店舗 

玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

床面積の合計１

００平方メート

ル以上 

クリーニ

ング取次

店、質屋、

貸衣装屋

その他こ

れらに類

するサー

ビス業を

営む店舗 

玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

床面積の合計５

０平方メートル

以上 

理髪店、美

容院その

他これら

に類する

サービス

業を営む

玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動 床面積の合計１



10/11 

店舗 等円滑化基準を適用

する場合 

００平方メート

ル以上 

自動車教

習所等 

玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

床面積の合計５

００平方メート

ル以上 

ターミナ

ル 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

自動車の

停留又は

駐車のた

めの施設

(一般公共

の用に供

されるも

のに限

る。) 

玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

公衆便所 エレベーターの場合 床面積の合計５

０平方メートル

以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

公共用歩

廊 

玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 
 

店舗 等円滑化基準を適用

する場合 

００平方メート

ル以上 

自動車教

習所等 

玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

床面積の合計５

００平方メート

ル以上 

ターミナ

ル 

エレベーターの場合 床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

自動車の

停留又は

駐車のた

めの施設

(一般公共

の用に供

されるも

のに限

る。) 

玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 

公衆便所 エレベーターの場合 床面積の合計５

０平方メートル

以上 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

全て 

公共用歩

廊 

玄関及び敷地内通路

の場合 

全て 

その他の建築物移動

等円滑化基準を適用

する場合 

床面積の合計１，

０００平方メー

トル以上 
 

備考 工事期間中に限ってその用途に供される

仮設建築物(令第５条に定める用途のうち床

面積の合計が２，０００平方メートル以上の

備考 工事期間中に限ってその用途に供される

仮設建築物(令第５条に定める用途のうち床

面積の合計が２，０００平方メートル以上の
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ものを除く。)は、特別特定建築物には含まれ

ないものとする。 

ものを除く。)は、特別特定建築物には含まれ

ないものとする。 

 


